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「国内株式市場の大幅下落について」

出所：日本経済新聞社、JPX総研、Bloombergのデータをもとに、T&Dアセットマネジメントが作成

日経平均株価に関する著作権、知的所有権その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。日本経済新聞社は日経平均株価を継続的に公表する義務
を負うものではなく、その誤謬、遅延又は中断に関して責任を負いません。

TOPIX（東証株価指数）の指数値及びTOPIX（東証株価指数）に係る標章又は商標は、株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社（以下「
JPX」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIX（東証株価指数）に関するすべての権利・ノウハウ及びTOPIX（東証株
価指数）に係る標章又は商標に関するすべての権利はJPXが有します。JPXは、TOPIX（東証株価指数）の指数値の算出又は公表の誤謬、遅延又は中断に
対し、責任を負いません。
本資料中に引用した各インデックス（指数）の商標、著作権、知的財産権およびその他一切の権利は各インデックスの算出元に帰属します。
また各インデックスの算出元は、インデックスの内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

＜市況＞

10月15日の国内株式市場では、日経平均株価が前営
業日比3,318.34円安の64,425.95円で取引を終了し
ました。

同日は前営業日比で約4.9％の下落となりましたが、昨年
末比では約28.0％上昇とプラスを維持しました。

セクター別では、非鉄金属、電気機器、ガラス・土石製品
などが下げを主導しました。

個別銘柄では、アドバンテスト、SUMCO、三井金属などが
相対的に大きく下げました。

※セクターは東証33業種分類

＜背景＞

10月15日の国内株式市場の下落には、主に以下の要
因が考えられます。

・前日に米国で9月のCPI(消費者物価指数）が市場予
想を上回り、FRB(米連邦準備制度理事会）による追加
利上げへの懸念が強まったこと

・AI（人工知能）向け米クラウドサービス大手企業の社
債価格や株価が急落したことなどから、ハイテク株中心に株
式市場が下落したこと

・上記を受けて投資家のリスク回避姿勢が台頭したこと

＜今後の見通し＞

足許での価格調整により、株価の割高感は一定程度解消
されつつあるとみていますが、米国の金利高や中間選挙、
中東情勢、フランスの財政懸念などにより、市場では不透
明感が強まりやすい環境が続き、目先は株価が乱高下す
る可能性に注意が必要と考えます。なお、企業業績の拡
大基調が続けば、株価は持ち直して、日経平均株価が年
末に向けて7万円を目指す展開になると予想します。
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【ご留意事項】

本資料は、T&Dアセットマネジメントが情報提供を目的として作成したご参考資料であり、投資勧誘を目的としたものではありません。したがいまして、個別銘柄に言
及した場合でも、関連する銘柄の当社ファンドへの組入れを約束するものでも、売買を推奨するものでもありません。本資料は、金融商品取引法に
基づく開示書類ではありません。本資料は、当社が信頼性が高いと判断した情報等により作成したものですが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
本資料中の数値・グラフ等の内容は、過去の状況であり、将来の市場環境等を示唆・保証するものではありません。ご投資に関する決定は、お客様ご自身でご判
断ください。
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